
外郭団体の評価に係る基本調書

＜団体の概要＞

＜人員配置＞

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 2 人 0 人

0 人 0 人 0 人 2 人 0 人 0 人

3,013千円 正規職員平均手当 1,516千円

令和４年４月１日現在

出資率出資額（千円）

合計 9

２年

4,560千円

正規職員 2
他法人等からの

派遣職員 嘱託職員0 7

基本財産

人数

内市退職職員数

常勤理事 1

名　称

常勤理事

正規職員平均給料

給与体系

職
員

正規職員平均年齢

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代

0

0

％

63歳

市準拠

9 合計

役
員

設立年月日

市所管課

団体名

所在地

事業内容

設立目的

0 千円

市
以
外
の

主
な
出
資
者

設立根拠

設立者

（1）防災に関する意識及び知識の普及啓発
（2）防災に関する指導育成及び防災体制の強化

火災、地震等による災害から相模原市民の生活を守るため、市民及び事業所関係者の防災
意識、防災知識及び行動力の向上並びに防災体制の強化促進に資する事業を行うことによ
り、災害に強いまちづくりを推進し、もって社会公共の安全及び福祉の向上に寄与するこ
と。

公益社団法人相模原市防災協会

相模原市中央区中央２丁目２番１５号

整備法第４４条

平成９年４月２４日設立
(平成２４年４月１日公益社団法人へ移行、法人化前:昭和46年相模原市防災協議会)

相模原市防災協議会 会長　大谷 光治

消防局消防部予防課

市の出資額

出資率

0 千円

0.0

採用方法 公募により採用（令和３年度は１人を採用）

評
議
員

人数 評議員

任期

任期

常勤役員平均報酬

非常勤監事

非常勤監事

2

内市退職職員数 評議員

01

非常勤理事

非常勤理事

9

0

常勤監事

常勤監事

11

正規職員 3
他法人等からの

派遣職員 0 嘱託職員 7 合計 10

正規職員役職構成
係員級 係長級 課長補佐級

50歳代 60～65歳 66歳以上
正規職員年齢構成

課長級 参事級 部長級

令和3年度

令和2年度

令和元年度

人数

正規職員 2
他法人等からの

派遣職員 0 嘱託職員
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＜組織及び分掌事務＞

事業の総合調整

副理事長 (2名)

理事 (7名)

監事 (2名)

事務局長の補佐

事業の調整

分掌事務の処理

契約に関すること

受託事業等

＜人材育成＞

そ
の
他

嘱託職員
（7名）

事務局長
固有職員
（1名）

職
員
評
価

評価の主な視点

その他実施し
ていること

令和元年度 6

主な研修の名称

受講人数 令和3年度 9 令和2年度 0

0 令和元年度 4

研
修

実施回数 令和3年度 5 令和2年度

庶務的な研修、オンライン研修等の充実

評価制度の有無 無

理事長

事務局次長
固有職員
（1名）

事務局課長
固有職員
（1名）
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＜情報発信＞

そ
の
他

＜保有施設の状況＞

＜経営計画＞

＜主な実施事業＞

確定事業費(千円) 212千円

事
業
説
明

内容 会員事業所の新入社員及び自衛消防隊員などを対象とした、防災に関する研修会

成果
防火・防災に必要な人材の育成及び事業所の自衛消防組織力の強化を図ることを目的とし
て、従業員や市民への防火・防災思想の普及啓発に取り組んだ結果、「災害に強いまちづ
くり」に寄与しているものと考える。

課題 開催件数、参加人員の増加を図る。

事業名称 事業所防災研修及び講習

区分 公益 自主

確定事業費(千円) 3,654千円

事
業
説
明

内容
避難所施設、防災倉庫防災備蓄品、広域避難場所案内板及び広域避難場所誘導標識の適正
な維持管理

成果
新型コロナウイルス感染症が拡大する状況下でも定期的に維持管理、点検業務を実施し
た。

課題 年間を通じての計画的かつ効率的な業務遂行

事業名称 防災備蓄品・案内板等維持管理業務

区分 公益 市からの受託

感染症対策を図りながら、講習開催数、参加者数の拡大を図る。

公益 市からの受託

事
業
説
明

内容

成果

課題

確定事業費(千円) 5,588千円

心肺蘇生法やＡＥＤの取扱い等、応急手当の普及啓発

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じながら普及啓発を実施した。

区分

事業名称 応急手当普及啓発事業

施設の保有の有無 無

Ｓ
Ｎ
Ｓ

開設の有無 無

開設しているＳＮＳ

主な掲載内容

ターゲット層

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

開設の有無 有

ＵＲＬ https://www/sdpa/or/jp

情
報
紙

発行の有無

名称

ターゲット層 会員事業所及び一般市民向け

有

各講習や自主事業の情報等主な掲載内容

主な掲載内容 自主事業及び消防局情報に関すること

ターゲット層 会員事業所及び一般市民向け

防災３６５

令和3年度 6,000 令和2年度 6,000 令和元年度 6,000発行部数

その他実施し
ていること

特になし

計画の策定 無
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＜団体運営に対する考え方＞

外郭団体としての必要性、役割

　火災、地震等による災害から相模原市民の生活を守るため、市民及び事業所関係者の防災意識、防災知識及び
行動力の向上並びに防災体制の強化促進に資する事業を行うことにより、災害に強いまちづくりを推進し、もっ
て社会公共の安全及び福祉の向上に寄与する。

公益的使命の達成について

○現状と将来のあるべき姿

○現状と将来のあるべき姿

　令和３年度に固有職員を削減するなど、人員配置の適正化、組織の簡素化に継続的に取り組んでいる。引き続
き、効率的な組織運営について検討していく必要がある。

○今後の取組

事業の再整理・重点化について

団体 講習会事業等の増加、拡大を図り、自主事業を充実させる。

所管課 専門性の高い事業の実施と見直しについて、社会情勢を踏まえながら継続的に取り組む。

　各種研修、講習会等の事業を実施し、事業所における防火・防災対策及び自衛消防力の強化・推進を図るほ
か、児童を対象とした防火ポスターコンクールの実施、防火ポスターの配布、広報紙の発行等により防火・防災
知識の普及に取り組んでいる。引き続き、これらの事業を適切に実施することにより、社会公共の安全及び福祉
の向上に寄与していく。

○今後の取組

団体 市及び関係団体と連携して災害に強いまちづくりを推進する。

所管課
（公社）相模原市防災協会の意義や使命を踏まえ、新たな公共性・公益性の高い事業を提案し、
協力して市民ニーズに応えていく。

○現状と将来のあるべき姿

　社会経済情勢の変化に応じ、既存事業の見直しを行ったほか、新型コロナウイルス感染患者等移送業務等の公
共性・公益性や専門性の高い事業を行っている。引き続き、実施している事業を適宜に見直すとともに、市民
ニーズに応じた専門性の高い事業を行っていく。

○今後の取組

所管課 受託事業の拡大、人員配置の適正化等に継続的に取り組む。

財政状況の改善について

団体 嘱託職員と常勤臨時職員の効率的な配置を検討する。

組織について

所管課 人員配置の適正化等に継続的に取り組む。

○現状と将来のあるべき姿

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、一部の事業においては収入が著しく減少している状況がある。
引き続き、自主事業による収入の増加を図るほか、事務及び人員体制の効率化を進め、経常経費の削減を図る。

○今後の取組

団体 防火防災に関する普及啓発とともに、協会のＰＲ活動を推進し新規会員加入促進を図る。
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＜今後の方向性＞

今
後
の
取
組

事務の効率化、人員配置の適正化、業務内容の精査

所管課
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた事業の適切な実施による収入の確保、人
員配置の適正化

経
営
上
の
課
題

団体

所管課 経営の効率化、健全な経営の推進

団体 防火防災研修会等の拡大、充実を図り、会員事業所の加入促進に取り組む。
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外郭団体改革推進計画の進行管理シート

団体名 公益社団法人相模原市防災協会

改革の方向性

引き続き経営効率化に取り組む

◎市消防局との役割分担の明確化と連携強化を行いながら、防災研修の充実や会員事業所
の加入促進に取り組み、災害や火災による被害を最小限に抑えることができるよう団体の
特性を生かした防災知識の普及啓発を行う。
◎近年、赤字決算が続いていることから、事務及び人員体制の効率化や会費の見直し等に
よる自主財源の確保に取り組み、黒字転化を図る。

事業内容の精査及び研修会事業等の拡大を図り、自主事業を充実させるとともに、消防局
との連携を強化し、防災協会の特性を生かした事業展開を行っていく。

年間予定では、開催回数を
増加したが、縮小開催及び
中止となった。

新型コロナウィルス感染症
の影響を受け、事業の縮小
開催及び中止となった。
(新入社員研修は中止、自
衛消防隊員研修は参加者８
名 前年比-５９名)
検討委員会及び作業部会を
開催した。

新型コロナウィルス感染症
の影響を受け、事業の縮小
開催及び中止となった。
（会員事業所救命講習参加
者２０名 前年比＋８名）

取組項目

取組内容

実績

取組内容実績

目標

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・新入社員研修参加者数
前年比６０名増
・自衛消防隊員研修参加
者数前年比６０名増

会員事業所救命講習
参加者数前年比１２０名
増

・会員のニーズに応じた
事業の充実
・消防局との連携強化

年間予定では、開催回数を
増加したが、縮小開催及び
中止となった。

・新入社員研修、自衛消
防隊員研修を年２回から
年３回に回数を増やす。
・消防職員を含めた
「(仮称)防災協会の運営
に関する検討会」を立ち
上げ近年の災害対策を踏
まえた事業を創設する。

・会員事業所救命講習会
を年４回から年６回に回
数を増やす。

・継続的な事業の充実 ・継続的な事業の充実

・会員のニーズに応じた
事業の充実
・消防局との連携強化

令和４年４月１日現在
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取組項目

収支マイナス額
1,500千円削減

経常経費の削減

事務の効率化を図り、効果的な人員活用に努め、経常経費の削減を図る。

経常経費の削減 経常経費の削減

取組内容
・常勤臨時職員１名削減
・経営効率化による経費
節減

・嘱託職員と常勤臨時職
員の効率的な配置等の見
直し
・経営効率化による経費
節減

・嘱託職員と常勤臨時職
員の効率的な配置等の見
直し
・経営効率化による経費
節減

・嘱託職員と常勤臨時職
員の効率的な配置等の見
直し
・経営効率化による経費
節減

目標

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績

取組内容実績

取組項目 自主財源の確保に向け、会費収入や自主事業収入を増加させるための取組を実施する。

目標

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

会費収入５００千円増
事業収入３００千円増

事業収入３０千円増 事業収入２０千円増 事業収入の増加

常勤臨時職員１名の削減に
より、目標を達成した。
（－２，４７５千円）

固有職員１名の削減によ
り、目標を達成した。

常勤臨時職員１名の削減し
た。

固有職員１名を削減した。

実績

取組内容実績

会費の見直しや講習会の受
益者負担の導入に取り組ん
だが、新型コロナウイルス
感染症の影響により目標を
達成できなかった。

車両ラッピングによる広告
の募集を開始した。

取組内容
・会費の見直し
・講習会の受益者負担

・普及啓発物品・防災用
品・消防グッズ販売の試
行
・車両ラッピングによる
広告収入の検討

・普及啓発物品・防災用
品・消防グッズ販売の開
始

・普及啓発物品・防災用
品・消防グッズ販売の安
定運営

新型コロナウイルス感染症
の影響により計画どおりに
事業を行うことができず、
目標を達成できなかった。
（事業収入２１１千円 前
年比＋１９５千円）

新型コロナウイルス感染症
の影響により、会費収入、
事業収入ともに目標を達成
できなかった。（会費収入
５，０５０千円 前年比＋
４１５千円　事業収入１６
千円 前年比－３０千円）
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取組項目 IＣＴを活用した事務の効率化を実施し、人件費及び事務経費の削減を図る。

取組内容
・発送文書を郵送から電
子メールに変更し発送事
務及び郵送料を削減

・ホームページの充実の
検討
・継続的な事務の効率化

・ホームページの充実化
・継続的な事務の効率化

・継続的な事務の効率化

実績

取組内容実績

目標

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事務経費前年比２００千
円減

事務経費前年比１００千
円減

ＩＣＴを活用した事務の
効率化

ＩＣＴを活用した事務の
効率化

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

加入事業所数３事業所増 加入事業所数３事業所増 加入事業所数３事業所増 加入事業所数３事業所増

発送文書を電子メールに変
更したため、発送事務や郵
送料を削減した。

ホームページによる情報発
信の拡充に取り組んだ。

講習会の縮小開催、中止に
伴い、ＰＲ活動を行う機会
は少なかったが、加入促進
に取り組んだ。

ホームページによる新規加
入の促進に取り組むほか、
ＳＮＳを利用した広報を検
討した。

実績

取組内容実績

取組内容

・広報紙の充実を図ると
ともに、外部団体受託事
業時におけるパンフレッ
ト等の配布、ホームタウ
ンチームと連携したイベ
ント等でのＰＲを含めた
新規会員加入促進

・ＳＮＳを利用した加入
促進の検討

・ＳＮＳを利用した加入
促進

・継続的な加入促進

目標

新規に２事業所の加入が
あった。

新規加入事業所は得られな
かった。

取組項目
　防火・防災の啓発と併せ防災協会のＰＲ活動をあらゆる機会をとらえて実施し、新規会
員加入促進を図る。

目標を達成した。（前年比
－２３４千円）

目標を達成した。（前年比
－１１７千円）
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自

立

性

収

益

性

外郭団体の財政状況調書（公益法人版）

団体名 公益社団法人相模原市防災協会

0 0 0 0

16,890 23,895 28,483

0

0

4,148

27,639

9,229

4,207

0

11,320

0

10,940

9,688 3,116 14,056 23,911

65,73565,417

14,674 14,674

3,354 3,354

市
の
援
助
・
市
費
受
入
状
況

事業費

管理費

15,174 14,674

3,854

19,338 18,868委託料（指定管理料含む）

資産

負債

流動資産

0

4,514

50,033 44,789

固定負債

基本金

63,032

平成29年度 令和２年度平成30年度

63,147 69,30557,986

0

15,899

63,032

65,735

-2,703

0

0

4,148

50,213

208

14,995

50,304

67,326

15,305

30,695

14,370

14,384

44,582

9,855-4,058

0

458

14,972

49,276

412

-2,703

67,550

50,493 49,082

-6,572

0

10,940

-6,572

57,986 67,326

56,385

-2,270

63,492

3,116 14,056

14,056

59,450

9,855

69,305

14,870

28,911

12,169

64,558

56,385

10,940

59,450

64,558

00

0 0

14,674

0

3,354 3,354

11,320 11,320 11,320 11,320

18,019

391

18,410

4,207

0 0

27,333

306

27,639

3,728

0

13,035

0

4,354 3,728

7,323

固定資産

資産合計

流動負債

0

801

13,836

収益事業比率 0.3% 0.7% 0.6% 21.6%

自己資本比率

84.6% 66.5% 64.3%

76.3%

57.3%

77.8%

51.3%

62.3%

41.2%

51.6%

24.2%

54.4%

-210.9%

19.1% 2.8%

市への財政依存度

総資本経常利益率

公益目的事業比率

1,005

16,905

4,514

令和３年度令和元年度

貸
借
対
照
表

単位：千円

4,354

13,836 7,323 18,410

-2,703 -6,572

当期一般正味財産増減

当期指定正味財産増減

経常収益

経常費用

公益目的事業費

収益事業費

管理費

当期経常増減額

収益合計

費用合計

人件費

補助金

交付金

負担金

当期一般正味財産期首残高

当期一般正味財産期末残高

16,449 12,391 9,688

12,391 9,688 3,116

負債・正味財産合計

当期正味財産
増加額 -4,058

負債合計

16,905

6,727

596

正味
財産

正味財産合計 12,391

0

指定管理施設持続化支援事業

そ
の
他

固定比率 8.1% 8.3%

23,911

流動比率

経常比率

管理費率

人件費率

352.2% 314.2% 159.9% 413.8% 733.2%

96.5% 95.9% 89.8% 119.4% 116.6%

23.7% 23.8% 25.6% 22.7% 20.8%

54.4%

-18.3%

76.8%

53.2%

-27.9%

76.5%

1.3%

固定長期適合率 8.1% 8.3% 19.1% 2.8% 1.3%

－ － － 0 0

安
全
性

効
率
性 79.2% 80.1%

73.3% 70.0% 42.6% 76.3% 86.5%


